抵当権の効力の及ぶ目的物の範囲について（4） by 足立 清人
























































The Scope of Objects and Accessories with Effective Mortgages (4)
Cases and doctrines seem to hold a consistent opinion regarding 
the scope of objects with effective mortgages. However I think the 
opinion may not adequately meet the reality of society. In this paper 
I will reconsider this problem by exhaustively reviewing precedents 
about the scope of objects with effective mortgages.
In this paper, I disclose my perspective of the issue and confirm 
current precedents and theories. Subsequently I consider the 
relationship between mortgage setting agreements and the range 
of mortgages that are effective. Based on the findings of the study, 
I organize the theories related to the scope of objects with effective 
mortgages and provide an overall review. Finally, I summarize this 
paper.
キーワード：抵当権の効力の及ぶ目的物の範囲，付加一体物，付合物，従物，抵当権設定契約
Key words：Article 370 of the Japanese Civil Code，The Scope of Objects whose Mortgages 
are Effective，Accessory，Mortgage Setting Agreement
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北　星　論　集（経） 　第 59 巻　第１号（通巻第 76 号）
根を有する部分に限る。
ウ　ガード下を利用して築造した店舗，倉庫
等の建造物
エ　地下停車場，地下駐車場又は地下街の建
造物
オ　園芸又は農耕用の温床施設。ただし，半
永久的な建造物と認められるものに限る。
二　建物として取り扱わないもの
ア　ガスタンク，石油タンク又は給水タンク
イ　機械上に建設した建造物。ただし，地上に
基脚を有し，又は支柱を施したものを除く。
ウ　浮船を利用したもの。ただし，固定して
いるものを除く。
エ　アーケード付街路（公衆用道路上に屋根
覆いを施した部分）
オ　容易に運搬することができる切符売場又
は入場券売場等」とされる。
　月刊登記情報編集室編『逐条解説 不動産登
記事務取扱手続準則』（金融財政事情研究会，
2016年）221-224頁も参照。
　　建物の意義については，槇悌次「建物の意
義と集合建物における物的結合体の形成（一）
―建物と，それを組成し，拡充し，存立させ
る財貨との集合体〈その一〉―」民商102巻1
号3頁以下を参照。また，建物の具体的な認定
例は，民事法務協会編『表示登記教材 建物認
定 3訂版』（民事法務協会，2008年）が詳しい。
また，拙稿「リノベーションの過程で抵当権
の設定された建物が取り毀されたケースにつ
いて」北星論集55巻2号106・107頁も参照。
92） 　昭和37年12月28日民事甲3727号民事局長回
答。
93） 　債務者が第三者から不動産を購入するに際
し，その不動産に抵当権を設定することがで
きるかどうか争われた大決大正4年10月23日民
録21輯1755頁は，「不動産ノ所有権ヲ有セサル
債務者カ其不動産ノ上ニ抵当権ヲ設定スルコ
トハ法律上不可能ナルカ如シト雖モ債務者カ
不動産ヲ他ヨリ買得セントスルニ際シ其所有
権ヲ取得スルニ先タチ債権者ニ対シテ予メ其
不動産ノ上ニ抵当権ヲ設定スヘキ物権的意思
表示ヲ為シ金員消費貸借契約ヲ締結スルコト
ヲ妨ケサルハ勿論之ヲ無効ト為ス必要」はな
いと判示した。その理由は，この場合，「抵当
権ハ債務者カ他日不動産ノ所有権ヲ取得スル
ト同時ニ設定セラルヘキヲ以テ債務者カ既ニ
所有権ヲ有スル不動産ノ上ニ抵当権ヲ設定ス
ルト当事者ノ利害ニ於テ何等択フ所ナケレハ
ナリ」とされた。本判例によれば，停止条件
付き抵当権設定契約の締結が認められること
になる。
　　未完成建物について停止条件付きの抵当権
設定契約の締結を認めるものとして，満田忠
彦「抵当権の設定をめぐる判例上の問題点」（加
藤一郎・林良平編『担保法大系 〈第1巻〉』（金
融財政事情研究会，1984年）214・215頁，槇「建
物の意義と集合建物における物的結合体の形
成（一）」民商102巻1号18・19頁，高木多喜男『担
保物権法〔第4版〕』（有斐閣，2005年）109・
110頁，野間・若狭「1 抵当権の設定可能性」（小
林・道垣内編『実務に効く 担保・債権管理 判
例精選』ジュリ増刊）9頁，松岡久和『担保物
権法』（日本評論社，2017年）28頁を参照。
　　抵当権設定契約の法的性質については，後
述する。
94） 　瀬川『不動産附合法の研究』273頁。
95） 　道垣内弘人『担保物権法［第3版］』（有斐閣，
2017年）122・123頁を参照。
96） 　平田春二「建物の増改築等と登記 建物の増
改築，再築と建物の同一性」（幾代通他編『不
動産登記法講座Ⅱ』（日本評論社，1977年）所
収）345頁，柚木馨・高木多喜男編『新版 注
釈民法（9）』（有斐閣， 1998年）95頁〔山崎寛〕，
拙稿「リノベーションの過程で抵当権の設定
された建物が取り毀されたケースについて」
北星論集55巻2号109頁 注5を参照。
97） 　不動産登記事務取扱手続準則83条と84条。
月刊登記情報編集室編『不動産登記事務取扱
手続準則』245・246頁を参照。
98） 　瀬川『不動産附合法の研究』269頁。
99） 　我妻榮「判批」法協40巻2号346頁，瀬川『不
動産附合法の研究』269頁，柚木・高木編『新
版 注釈民法（9）』104頁以下〔山崎〕，野間・
若狭「1 抵当権の設定可能性」（小林・道垣内
編『担保・債権管理 判例精選』ジュリ増刊）
28頁。
100） 我妻・法協40巻2号350頁。
101） 瀬川『不動産附合法の研究』270頁。
102） 瀬川『不動産附合法の研究』271頁。
103 ） 平田健治『不動産附合の判例総合解説』（信
山社，2009年）40頁。平田によれば，本事件は，
家屋に無断で増築した賃借人が，抵当権実行
による競落人の明渡請求に対して，増築部分
の区分所有を主張した事件である。
104） 瀬川『不動産附合法の研究』265頁，平田『判
例総合解説』41頁
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105） 瀬川『不動産附合法の研究』271頁，平田『判
例総合解説』42頁。
106） 瀬川『不動産附合法の研究』269頁。
107） 蕪山厳「判解」最高裁判所判例解説民事編
昭和39年度24頁，伊藤乾「判批」法研39巻1号，
蕪山厳「判解」金法373号18頁，瀬川『不動産
附合法の研究』271頁，平田『判例総合解説』
45頁。

